
重点目標 ６ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

施策の方向 (1)行政分野における女性の参画の拡大

施策の概要 ①県の審議会等委員への女性の登用促進

具体的施策 年次別登用計画書に即した計画的な女性の登用

事業・取組名 男女共同参画連絡調整事業
(予算事業名) 所管課等 男女共同参画室

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 1,013千円 H27 940千円
(当初予算額)

１ 目 的
県の審議会委員について，女性委員の年次別登用計画を作成し，計画的な登用の推進を図る。

事業・取組の ２ 概 要
目的，概要 女性委員登用促進要領に基づき，第２次県男女共同参画基本計画及び知事のマニフェストに掲げ

る登用目標の達成に向けて，全庁的に計画的な登用促進を図る。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 ・登用計画の進行管理 ・登用計画の進行管理
況 ・委員の推薦を依頼する団体への協力要請依頼 ・委員の推薦を依頼する団体への協力要請依頼

・職指定委員の見直しの検討依頼 ・職指定委員の見直しの検討依頼

施策の概要 ②市町村の審議会等委員への女性の登用促進

具体的施策 市町村における登用状況の調査と結果の公表

事業・取組名 市町村における登用状況の調査と結果の公表
(予算事業名) 所管課等 男女共同参画室

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ー 千円 H27 ー 千円
(当初予算額)

１ 目 的
県民の意識や生活に大きな影響を及ぼす行政のあり方や実施される施策について，固定的性別役

事業・取組の 割分担意識を助長したり，行政サービスの受益と負担に性別によって不均衡や不公平が生じること
目的，概要 なく，男女双方の行政ニーズが適切に反映されるよう，その施策・方針決定過程への女性の参画拡

大を図る。

２ 概 要
市町村における審議会等委員への女性の登用状況を把握し，登用促進を積極的に働きかける。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 ・平成26年度「かごしま男女共同参画の状況」 ・平成27年度「かごしま男女共同参画の状況」への
況 への掲載 掲載

・県ホームページへの掲載 ・県ホームページへの掲載

施策の概要 ③ 県における女性の職員の登用等の推進

具体的施策 能力開発・向上のための研修等の実施

事業・取組名 きらめき職員・職場づくり事業
(予算事業名) 所管課等 行政管理室

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ７３，７４６千円 H27 ７６，６６５千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 各種の研修を行い，職員の資質・能力等の向上を図る。
目的，概要

２ 概要
積極的に人的資源の活用を図り，活力ある職員・職場づくりを進めるための「きらめき職員・

職場づくり事業」の一環として，職員の資質・能力等の向上を図るために職員研修を実施する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
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事業・取組の ○ 県職員を対象とした能力開発・向上に関す ○ 県職員を対象とした能力開発・向上に関する研
具体的実施状 る研修を実施 修を実施
況 ・ 職種・職場にかかわらず各階層に期待される

・ 職種・職場にかかわらず各階層に期待さ 能力を習得することを目的とした一般研修（階
れる能力を習得することを目的とした一般 層別研修）や女性職員の能力を十分発揮し，県
研修（階層別研修）を実施。 政運営に生かすこと等を目的とする女性職員対

平成26年度受講者数：697人 象の研修を実施。
平成27年度受講予定者数：786人

具体的施策 女性の登用の推進

事業・取組名 女性の登用の推進
(予算事業名) 所管課等 人事課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 － 千円 H27 － 千円
(当初予算額)

１ 目的
女性職員の人材育成や登用を積極的に推進するとともに，働きやすい環境づくりに努める。

事業・取組の ２ 概要
目的，概要 採用，昇任，昇格，職務内容等について，男女平等を徹底するとともに，女性職員の人材育成を

図り，登用を積極的に推進する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の 女性職員の状況( 26 4 1 :%) 採用，昇任，昇格，職務内容等について，男女平平成 年 月 日現在 単位
具体的実施状 職員全体 ﾎﾟｽﾄ 等を徹底するとともに，女性職員の人材育成を図係長 以上
況 総数 ( ) 5,760 2,014 り，登用を積極的に推進する。人

うち女性 1,594 251
割合 (%) 27.7 12.5

［参考］
女性職員の状況( 25 4 1 :%)平成 年 月 日現在 単位

係長 以上職員全体 ﾎﾟｽﾄ
総数 ( ) 5,776 2,026人
うち女性 1,595 255
割合 (%) 27.6 12.6

具体的施策 女性も相談しやすい体制の整備

事業・取組名 健康相談，専門医による心の相談事業
(予算事業名) 職員相談事業 所管課等 総務事務センター

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ３，７７１千円 H27 ３，９５２千円
(当初予算額)

ア 健康相談，専門医による心の健康相談
１ 目的 職員の心身両面の健康の保持増進
２ 概要 本庁健康管理室及び県下14地区で産業医（保健所長）並びに地区衛生管理者（保健師）等

事業・取組の による健康相談を実施。また，精神保健福祉センター及び県立姶良病院においては専門医に
目的，概要 よる心の健康相談を実施。

イ 健康相談事業
１ 目的 職員の福利厚生の推進
２ 概要 本庁に職員カウンセラー1名を配置し，職員の職場や家庭における悩み事等の相談に応

じ，助言指導を行うとともに，職員カウンセラーが各地域振興局等に出向き巡回相談を実施
する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

ア 健康相談，専門医による心の健康相談 ア 健康相談，専門医による心の健康相談
事業・取組の ○健康相談 ○健康相談
具体的実施状 ・有所見者，メンタル等 １，２１３件 本庁健康管理室及び県下１４箇所で実施
況 ○専門医による心の健康相談 ２１件 ○専門医による心の健康相談

イ 職員相談事業 精神保健福祉センター及び県立姶良病院に
○相談件数 男性 １４６件 おいて実施

女性 ２０件 計 １６６件 イ 職員相談事業
○巡回相談 ２０箇所，１８６所属 ○本庁職員相談室及び巡回にて相談を実施

○健康に関する相談の場合は，保健師(女性)の
協力を得る(同席，助言)。
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具体的施策 仕事と育児・介護の両立支援制度の活用促進

事業・取組名 仕事と育児・介護の両立支援制度の活用促進
(予算事業名) 所管課等 人事課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 － 千円 H27 － 千円
(当初予算額)

１ 目的
仕事と育児・介護の両立支援制度の活用促進を図ることにより，職員の育児や，仕事と家庭の両

立及びワーク・ライフ・バランスの実現等を支援する。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

職員の育児や仕事と家庭の両立等のため，子どもが生まれる職員に対する「出産・育児のしお
り」の配布等による情報提供や，休暇取得計画表による計画的な出産補助休暇等の取得促進のほ
か，育児休業等を取得しやすい雰囲気の醸成，代替要員の対応等に取り組む。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の 子どもが生まれる職員に対する「出産・育児のし
具体的実施状 H26年度 H25年度 差 おり」の配布等による情報提供や，休暇取得計画表
況 出産補助休暇取得率 86.7％ 85.6％ 1.1 による計画的な出産補助休暇等の取得促進のほか，

育児参加休暇取得率 63.4％ 48.1％ 15.3 育児休業等を取得しやすい雰囲気の醸成，代替要員
の対応等に取り組む。

施策の概要 ④市町村における女性の職員の登用等に関する助言

具体的施策 市町村の職員における女性の登用等に関する助言

事業・取組名 各市町村への女性職員の採用・登用に関する資料等の提供及
(予算事業名) び助言 所管課等 市町村課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 － 千円 H27 － 千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 女性の公務員の採用，登用，職域拡大及び能力開発について積極的に取り組むよう，市町村の主
目的，概要 体的かつ積極的な取組を促す。

２ 概要
各市町村に女性職員の採用・登用に関する資料等の提供及び助言を行う。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

平成２６年６月１９日付けで「職員採用に当 ６月中に「職員採用に当たっての留意事項につい
事業・取組の たっての留意事項について」を市町村へ通知。 て」を市町村へ通知する予定。
具体的実施状 留意事項の一つとして，女性の採用について 当該通知の中で，総務省通知等に基づき，各市町
況 記載するとともに，「第３次男女共同参画基本 村への女性職員の採用・登用に関する資料等の提供

計画について」及び「女性の参画加速プログラ 及び助言を行う。
ム」（共に総務省通知）を添付した。 また，国における女性職員の採用・登用等の拡大

また，国における女性職員の採用・登用等の に向けた取組について，適宜情報提供を行う。
拡大に向けた取組について，適宜情報提供を行
った。

具体的施策 市町村における登用状況の調査と結果の公表

事業・取組名 市町村における登用状況の調査と結果の公表
(予算事業名) 所管課等 男女共同参画室

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ー 千円 H27 ー 千円
(当初予算額)

１ 目 的
県民の意識や生活に大きな影響を及ぼす行政のあり方や実施される施策について，固定的性別役

事業・取組の 割分担意識を助長したり，行政サービスの受益と負担に性別によって不均衡や不公平が生じること
目的，概要 なく，男女双方の行政ニーズが適切に反映されるよう，その施策・方針決定過程への女性の参画拡

大を図る。

２ 概 要
市町村における女性職員の登用状況を把握し，公表する。
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Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 ・平成26年度「かごしま男女共同参画の状況」 ・平成27年度「かごしま男女共同参画の状況」の作
況 の作成・公表 成・公表

・県ホームページへの掲載 ・県ホームページへの掲載

施策の概要 ⑤県政推進における女性の意見の反映

具体的施策 政策への女性の意見の反映

事業・取組名 「かごっまおごじょ委員会」提言の周知及び具体的施策の展開
(予算事業名) 所管課等 企画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 3,303千円 H27 ー 千円
(当初予算額)

１ 目的
女性の知恵や感覚を県政に一層活かすために設置した「かごっまおごじょ委員会」から提出され

た政策提言について，県民に広く周知を行うとともに，予算において具体的な施策の展開を図る。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

・委員会は，県内在住の女性41名(各分野の専門家等20名，公募による選任21名)の委員により構成
され，平成25年12月に知事へ提言。

・提言の内容について，パンフレットの作成・配布や各種会議における紹介等により周知・広報を
実施するとともに，観光や教育，雇用等の分野で，提言を踏まえた事業を行う。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ パンフレットの作成・配布 「かごっまおごじょ委員会」の提言の内容につい
事業・取組の ・作成部数：10,000部 て，機会をとらえ周知を図る。
具体的実施状 ・配布先：各市町村，企業・団体等 また，観光や教育，雇用等の分野で，提言を踏ま
況 ２ 各種会議における紹介 えた事業を行う。

・県政説明会（県内市町村）
・先端技術型進出企業との意見交換会 等

３ 提言を踏まえた事業の実施
・「明治日本の産業革命遺産」世界文化遺産

登録推進事業
・いじめ防止対策推進事業
・働きたい女性の再就職支援事業 等

施策の方向 (2)教育分野における女性の参画の拡大

施策の概要 ①公立学校の教職員における女性の登用推進

具体的施策 学校運営における能力開発の機会の提供，管理職に必要な意識の醸成

事業・取組名 管理職研修会【再掲】
(予算事業名) 所管課等 教職員課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２０８千円 H27 １，６６２千円
(当初予算額)

１ 目的 管理職に対して，学校経営上の諸問題についての研修を実施し，管理職としての学校
経営・管理能力の向上を図る。

事業・取組の
目的，概要 ２ 概要 新任校長，新任教頭，経験者教頭（小中学校：４年目，県立学校：３年目），県立学

校事務長を対象として，講話（教育長，外部講師等），講義（青少年男女共同参画課
等），演習，研究討議等の研修会を実施する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 新任校長研修会 １ 新任校長研修会
事業・取組の ・日時 平成26年５月13日(火)，14日(水) ・日時 平成27年５月12日(火)，13日(水)
具体的実施状 ・場所 県総合教育センター ・場所 県総合教育センター
況 ・参加人数 ８０人 ・参加人数 １０１人

２ 新任教頭研修会 ２ 新任教頭研修会
・日時 平成26年５月14日(水)～16日(金) ・日時 平成27年５月13日(水)～15日(金)
・場所 県総合教育センター ・場所 県総合教育センター
・参加人数 ９５人 ・参加人数 １０８人

３ 経験者教頭研修会 ３ 経験者教頭研修会
・日時 平成26年６月５日(木)，６日(金) ・日時 平成27年６月４日(木)，５日(金)
・場所 県総合教育センター ・場所 県総合教育センター
・参加人数 ６５人 ・参加人数 ７２人

４ 県立学校事務長会 ４ 県立学校事務長会
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・日時 平成26年４月24日(木)～25日(金) ・日時 平成27年４月23日(木)～24日(金)
・場所 県青少年会館 大ホール ・場所 ウエルビューかごしま
・参加人数 ８１人 ・参加人数 ８１人

具体的施策 管理職任用標準試験の女性の受験の促進

事業・取組名 人事管理業務事業（管理職任用標準試験）
(予算事業名) 所管課等 教職員課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 １，０９９千円 H27 １，０９９千円
(当初予算額)

１ 目的
小中学校の管理職（校長・教頭）に登用すべき人材の選考に当たり，人事の基礎資料を得る

ために行う。
事業・取組の ２ 概要
目的，概要 試験は記述試験と面接試験を行う。受験者は，実施年度の３月３１日現在で，３５歳以上の

本県公立学校の教諭，養護教諭，栄養教諭，事務職員及び鹿児島県教育委員会が受験を認める
者である。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

○管理職任用標準試験 ○管理職任用標準試験
事業・取組の 日時：平成26年８月17日（日）， 日時：平成27年８月17日（月），
具体的実施状 18日（月），19日（火） 18日（火），19日（水）
況 場所：県総合教育センター 場所：県総合教育センター

受験者：２８５人（女性６６人） 受験者： 未定
○女性の受験者数 ○女性の受験者数

平成２６年度 平成２７年度

女性の受験者 ６６人（23.2％） 女性の受験者 未定

女性の合格者数 ４６人 女性の合格者数 未定

女性管理職の登用状況 １４人 女性管理職の登用状況 ３２人

女性管理職の総数 １３５人 女性管理職の総数 １４７人

施策の方向 (3)雇用分野における女性の参画の拡大

施策の方向 ①企業における女性の参画の促進

具体的施策 ポジティブ・アクションに関する普及・啓発

事業・取組名 労使関係近代化促進事業
(予算事業名) （広報誌「労働かごしま」の発行）【再掲】 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ９５６千円 H27 ９５７千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 実質的な男女均等取扱いを実現するために，女性の管理職等への登用を促進するなどの積極的改
目的，概要 善措置（ポジティブ・アクション）に関する情報提供や普及・啓発に努める。

２ 概要
広報誌「労働かごしま」の発行により，広く労使及び一般県民等に男女雇用機会均等法等関係法

令等の周知・啓発を行い，ポジティブ・アクションの普及・啓発を図る。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

広報誌「労働かごしま」の発行 広報誌「労働かごしま」の発行
事業・取組の ○発行回数：年６回（隔月発行） ○発行回数：年６回（隔月発行）
具体的実施状 ○発行部数：１，８００部/隔月 ○発行部数：１，８００部/隔月
況 ○主な配付先：県内事務所，市町村，その他関 ○主な配付先：県内事務所，市町村，その他関

係機関 係機関

具体的施策 管理職等への女性の登用状況などのポジティブ・アクションに関する企業の取組の調査
及び結果の公表

事業・取組名 労働条件実態調査事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課
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事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ３１５千円 H27 ３１９千円
(当初予算額)

１ 目的
女性の管理職等への登用を促進するなどの積極的改善措置（ポジティブ・アクション）に関する

企業の取り組みの調査及び結果の公表を行う。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

県内の常用労働者５人以上の１，０００事業所を対象に，労働者の労働条件に関する諸制度等に
ついて総合的に調査し，結果を報告書としてまとめて労使関係者等に資料として提供することで，
県内労働者の現状を明らかにし，労働条件改善等の啓発に資する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 特になし 特になし
況 （ポジティブ・アクションの実施状況について （ポジティブ・アクションの実施状況については，

は，付帯調査項目として３年に１度調査を実 付帯調査項目として３年に１度調査を実施。次回
施。次回は，平成２８年度調査実施予定。） は，平成２８年度調査実施予定。）

具体的施策 企業の先進的取組についての情報収集・提供
具体的施策 働く女性のネットワーキングの支援

事業・取組名 男女共同参画社会促進事業
(予算事業名) （「女性の活躍推進」県民大会（仮称）の開催） 所管課等 男女共同参画室

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 － 千円 H27 ー 千円
(当初予算額)

１ 目 的
固定的性別役割分担意識に基づく職業観の解消，男性中心型労働慣行の変革，仕事と生活の調和

事業・取組の の実現等について，県民，企業等への意識啓発を図り，あらゆる分野における女性の参画の拡大，
目的，概要 活躍の推進に資する。

２ 概 要
基調講演，分科会

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

経済団体等関係機関・団体等との連携による大会
事業・取組の の開催
具体的実施状 ・基調講演
況 ・分科会（３分野）

（H26.3補正(繰越) 3,504千円）

施策の概要 ②仕事と生活の調和の促進

具体的施策 仕事と生活の調和のための取組の促進

事業・取組名 子育て応援企業登録事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ３８７千円 H27 ３９０千円
(当初予算額)

１ 目的
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定した旨を労働局に届け出ており，

従業員の仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業を「かごしま子育て応援企業」として登
事業・取組の 録し，広く県民に紹介することで社会的に評価される仕組みを作り，県内企業の子育て支援に対す
目的，概要 る自主的な取り組みを促進する。

２ 概要
(1) 「かごしま子育て応援企業」の登録

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定した旨を労働局に届け出てお
り，従業員の仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業を「かごしま子育て応援企業」と
して登録する。

(2) 「かごしま子育て応援企業」のＰＲ
登録企業の名称・取組内容等を県ホームページ・広報誌，ハローワークや若者就職サポートセ

ンターにおける各就職窓口等において紹介する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の ○ 登録企業数 263社（H27.3.31現在）
具体的実施状 １ 制度説明の実施：労働セミナー １ 制度説明の実施：労働セミナー
況 ２ 県ホームページ・広報誌等による制度案 ２ 県ホームページ・広報誌等による制度案
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内，募集，取組内容紹介等 内，募集，取組内容紹介等
３ 募集チラシの作成：3，000部 ３ 募集チラシの作成：5，000部
４ 取組内容紹介リーフレットの作成：200冊 ４ 取組内容紹介リーフレットの作成：200冊
５ 登録案内文書の発送：約1500社 ５ 登録案内文書の発送
６ 企業の個別訪問：約50社 ６ 企業の個別訪問

施策の方向 (4)農林水産業・商工業等自営業の分野における女性の参画の拡大

施策の概要 ①農林水産業分野における女性の登用促進

具体的施策 農業委員への女性の登用促進

事業・取組名 農業委員会農業会議補助事業
(予算事業名) （農業委員会等指導事業） 所管課等 農村振興課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 91千円 H27 91千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 農業委員への女性登用を促進し，農村地域における方針決定過程への女性の参画を拡大する。
目的，概要

２ 概要
各市町村の農業委員会に対して女性委員の積極的な登用について働きかける。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

・農業会議等と連携し，女性農業委員との意見 ・農業会議等と連携し，女性農業委員との意見交換
事業・取組の 交換会や研修会において，助言指導を行うとと 会や研修会において，助言・指導を行うとともに女
具体的実施状 もに，特に女性登用ゼロの農業委員会への登用 性登用ゼロの農業委員会への登用に向けた重点的な
況 率アップに向けた重点的な働きかけを行った。 働きかけを行うほか，国の機構集積支援事業費補助

・国の機構集積支援事業費補助事業の実施に当 事業において，農業委員への女性の登用に関する周
たり，農業委員への女性の登用に関する周知・ 知啓発活動を実施することが実施要件となっている
啓発活動が実施の要件であることから，農業委 ことから，実施の徹底を指導する。
員会等を対象とした研修会において周知・啓発
活動の取組みを行うよう指導した。
・H26年7月の統一選挙前に農業委員会等に対
し，女性の登用促進のための普及・啓発につい
て依頼文書を発出した。

具体的施策 農業協同組合役員への女性の登用促進

事業・取組名 農協指導事業
(予算事業名) 所管課等 農業経済課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 1,449千円 H27 1,564千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 農林水産業分野における女性参画の拡大
目的，概要

２ 概要
農業協同組合役員への女性の登用促進

事業・取組の Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
具体的実施状
況 女性役員を登用していなかった４農協のうち 女性役員を登用していない２農協は，平成２７年

２農協は，女性役員を登用した。 度女性役員を登用予定。

具体的施策 森林組合役員への女性の登用促進

事業・取組名 森林組合指導育成事業
(予算事業名) 所管課等 環境林務課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 1,342千円 H27 1,379千円
(当初予算額)

１ 目的
地域林業の中核的担い手である森林組合の機能強化，体質強化を図る。
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事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

年１回を常例とした森林組合の検査を行うとともに，役職員向けの研修を実施する。また，必要
に応じ，適宜，経営改善等の指導を行う。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

森林組合における女性役員 １名
事業・取組の
具体的実施状 〈検査〉 〈検査〉
況 常 例 ６組合 常 例 ６組合

事後確認 ２組合 事後確認 ２組合
常例検査等を通じて女性の登用等を促した。 常例検査等を通じて女性の登用等を促す。

具体的施策 漁業協同組合役員への女性の登用促進

事業・取組名 水産業協同組合育成指導事業
(予算事業名) 所管課等 水産振興課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２，９８２千円 H27 ３，４２５千円
(当初予算額)

１ 組合検査・指導
事業・取組の 組合の組織・運営・会計処理の適正化を図るために，水産業協同組合法に基づき検査を実施す
目的，概要 る。（組合役員への女性登用促進も図る。）

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の １ 組合検査・指導 １ 組合検査・指導
具体的実施状 ２０組合 ２４組合
況

２ 女性の役員登用促進に係る通知 ２ 女性の役員登用促進に係る通知
７３組合 ７３組合

施策の概要 ②商工業分野における女性の登用促進

具体的施策 商工会等商工団体役員への女性の登用促進

事業・取組名
(予算事業名) 小規模対策事業(青年部・女性部活動推進事業） 所管課等 商工政策課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２７，２９３千円 H27 ２７，２９３千円
(当初予算額)

１ 目的
商工会等に設置されている女性部活動を推進するための講習会等を実施すること

で，女性部の組織強化と部員の資質向上を図る。
事業・取組の ２ 概要
目的，概要 商工会等に設置されている女性部等活動推進のための講習会，研修会，交流会等の

開催経費を助成する。
３ 実施主体

商工会議所，県商工会連合会

H26年度の実績 H27年度の計画

１ 講習会等の開催（女性部のみ記載） 講習会等の開催
事業・取組の 講習会等
具体的実施状 開催回数 12回
況 参加者数 974人

研修会
開催回数 29回
参加者数 897人

交流会
開催回数 7回
参加者数 236人

施策の方向 (5)その他の分野における女性の参画の拡大

施策の概要 ①各種機関，団体，組織等における女性の参画促進

具体的施策 女性の能力発揮の重要性についての広報・啓発
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事業・取組名 男女共同参画社会促進事業
(予算事業名) （「女性の活躍推進」県民大会（仮称）の開催）【再掲】 所管課等 男女共同参画室

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 － 千円 H27 ー 千円
(当初予算額)

１ 目 的
固定的性別役割分担意識に基づく職業観の解消，男性中心型労働慣行の変革，仕事と生活の調和

事業・取組の の実現等について，県民，企業等への意識啓発を図り，あらゆる分野における女性の参画の拡大，
目的，概要 活躍の推進に資する。

２ 概 要
基調講演，分科会

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の 経済団体等関係機関・団体等との連携による大会
具体的実施状 の開催
況 ・基調講演

・分科会（３分野）
（H26.3補正(繰越) 3,504千円）

施策の方向 (6)女性の人材育成及び人材情報の整備

施策の概要 ②地域社会における女性の人材の育成

具体的施策 多様な人材の育成

事業・取組名 男女共同参画社会促進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 男女共同参画センター

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 2,953千円 H27 2,803千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 自治会やPTA等地域活動において，女性のリーダー的活動を促進するための人材育成を図る。
目的，概要

２ 概要
地域での積極的な社会参画に資する各種講座の開催

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１男女共同参画基礎講座 １ 男女共同参画基礎講座

事業・取組の 回 日 時 講 座 内 容 回 日 時 講 座 内 容
具体的実施状 ・データに見る男女共同参 ・データに見る男女共同参画
況 １ 6/7（土） 画の状況～男女共同参画社 １ 6/6（土） の状況～男女共同参画社会

会の実現によりめざす社会 の実現によりめざす社会の
の現状～ 現状～

・「男女共同参画」の概念 ・男女共同参画を学ぶというこ
と

・「男女共同参画」の概念
・男女共同参画と人権 ・男女共同参画と人権

２ 6/14（土） ～性別にかかわりなく自 ２ 6/13（土） ～「私」との新しい出会い
らしく生きるために～ のために，身近な人権として

の「男女共同参画」を学ぶ～
・「わたし」を振り返る ・「私」を振り返り「私」と

３ 6/28（土） ～男女共同参画の学びと ３ 6/20（土） 出会うワークショップ
「わたし」との出会いを
確認する～

４ 7/5（土） ・地域づくりと男女共同参 ４ 6/27（土） ・地域づくりと男女共同参画
画

※オプションプログラムを6/28,7/5に実施 ※オプションプログラムを6/20,6/27に実施
・場 所：かごしま県民交流センター ・場 所：かごしま県民交流センター
・受講者：延べ５０２人

２ 男女共同参画地域協働推進講座 ２ 男女共同参画地域協働推進講座

地 区 月 日 講 座 内 容 地 区 月 日 講 座 内 容
・男女共同参画社会の基本的 ・男女共同参画社会の基本的

与論 12/6( ) な考え方 大崎 10/18( ) な考え方土 日
12/7( ) ・「わたし」を振り返る 10/25( ) ・データに見る男女共同参画日 日

～男女共同参画の学びと の状況
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「わたし」との出会いを確 ・男女共同参画と人権
認する～ ・地域づくりと男女共同参画

・地域づくりと男女共同参画 ・「男女共同参画と人権」を
めぐる具体的な諸問題

・「わたし」を振り返る
～男女共同参画の学びと
「わたし」との出会いを確
認する～

・男女共同参画社会の基本的 ・男女共同参画社会の基本的
伊佐 1/11(土) な考え方 喜界 12/5( ) な考え方土

1/18(日) ・データに見る男女共同参画 12/6( ) ・「わたし」を振り返る日
の状況 ～男女共同参画の学びと

・男女共同参画と人権 「わたし」との出会いを確
・地域づくりと男女共同参画 認する～
・「男女共同参画と人権」を ・地域づくりと男女共同参画

めぐる具体的な諸問題
・「わたし」を振り返る

～男女共同参画の学びと
「わたし」との出会いを確
認する～

具体的施策 女性の生涯学習リーダーの養成
具体的施策 社会教育団体における女性のリーダーの養成

事業・取組名 社会教育指導者養成事業
(予算事業名) 社会教育関係団体事業費補助 所管課等 社会教育課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ３，５２１千円 H27 ３，５１３千円
(当初予算額)

１ 社会教育関係団体指導者等研修会
①目 的 社会教育関係団体等の更なる充実と活性化のため，各社会教育関係団体の現状や課

題を把握し，組織運営等に必要な知識・技能に関する研修を行いながら，活力ある地
事業・取組の 域づくりのために，自ら主体的に取り組む大人を対象とした社会教育関係団体の指導
目的，概要 者等を養成する。

②概 要 活動に必要な基礎知識及び専門知識に関する講義，人権教育，活動計画立案やレク
リエーション指導等の実技，社会教育関係団体の現状と課題

③実施主体 県教育委員会
２ 社会教育関係団体への事業費補助

①目 的 社会教育関係団体の活動を助成し，本県社会教育の振興を図る。
②概 要 大会等の事業への助成
③実施主体 県教育委員会

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 生涯学習リーダー養成研修会の実施 １ 社会教育関係団体指導者等研修会の実施
事業・取組の 子ども会指導者，ＰＴＡ指導者，女性団体指 子ども会指導者，ＰＴＡ指導者，女性団体指
具体的実施状 導者，高齢者団体指導者，青年団体指導者の研 導者，高齢者団体指導者，青年団体指導者の研
況 修を実施 修を実施

【鹿児島会場】 【鹿児島会場】
１回目：平成26年６月１日 ６４人参加 １回目：平成27年５月24日
２回目：平成26年10月18日 ４８人参加 ２回目：平成27年８月29日
３回目：平成27年１月17日 ３９人参加 ３回目：平成28年１月17日

【大島会場】 【大島会場】
平成26年10月25日～26日 ５５人参加 平成27年10月24日～25日

２ 社会教育関係団体事業実施 ２ 社会教育関係団体事業実施
・地区活動費補助(県子ども会育成連絡協議会) ・地区活動費補助(県子ども会育成連絡協議会)
・青年交流研修会（県青年団協議会） ・青年交流研修会（県青年団協議会）
・ふるさとを興す地区別教育・食料・環境学習 ・ふるさとを興す地区別教育・食料・環境学習

大会等（県地域女性団体連絡協議会） 大会等（県地域女性団体連絡協議会）
・研究委嘱公開等（県ＰＴＡ連合会） ・研究委嘱公開等（県ＰＴＡ連合会）

施策の概要 ③農林水産分野における女性の人材の育成

具体的施策 女性農業経営士の養成・認定

事業・取組名
(予算事業名) がんばる女性農業者育成支援事業 所管課等 経営技術課
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事 業 主 体 県 予 算 額 H26 1,652千円 H27 1,652千円
(当初予算額)

１ 目的 女性農業者の農業経営や社会参画等を円滑に実現するための資質向上及び女性の能力発揮
事業・取組の の場の拡大，リーダー育成を行う。また，共に社会貢献できる環境を整備する。
目的，概要 ２ 概要 地域の女性農業者のリーダーとして女性農業経営士の養成・認定する。

国際的感覚と経営・生活管理能力を高め，地域農業を支えるリーダーとして育成する

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 女性農業経営士の養成研修の実施 １ 女性農業経営士の養成研修の実施
事業・取組の ・日時 平成26年８月21日(木)10:30～ ・日時 平成27年10月20日(火)10:30～
具体的実施状 22日(金)～15:00 21日(水)～15:00
況 ・場所 県農業大学校 ・場所 県農業大学校

・内容 経営参画と地域参画について ・内容 経営参画と地域参画について

２ 女性農業経営士の認定 ２ 女性農業経営士の認定
・日時 平成27年２月６日(金) ・日時 平成28年２月５日(金)
・場所 ジェイド・ガーデン・パレス ・場所 ジェイド・ガーデン・パレス
・内容 認定証授与 ・内容 認定証授与

３ 農村女性海外農家体験研修への派遣 ３ 農村女性海外農家体験研修への派遣
・日時 平成26年９月７日（日）～15日（月） ・日時 平成27年９月９日(水)～15日(火)
・場所 ドイツ，ベルギー ・場所 ドイツ
・内容 女性の農業経営や組織活動等への参画 ・内容 女性の農業経営や組織活動等への参画

グリーンツーリズム，農家民泊による グリーンツーリズム，農家民泊による
農家生活体験等 農家生活体験等

・派遣人数 ５人 ・派遣予定者 ３人

具体的施策 女性の青年林業士の養成・認定

事業・取組名 林業後継者育成対策事業
(予算事業名) 所管課等 森林経営課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ４４１千円 H27 ５７２千円
(当初予算額)

１ 目的
農山村の若い林業従事者等を対象とした育成研修を行い，また林業経営者・従事者等を指導林家

等に認定するとともに，地域リーダーになる林業研究グループも含めて、地域活動を活性化させて
事業・取組の 地域林業振興に資する。
目的，概要 ２ 概要

（１）スペシャリスト養成講座
（２）地域リーダーの認定
（３）情報ネットワークの活動

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

(1)スペシャリスト養成講座 (1)スペシャリスト養成講座
事業・取組の ・受 講 者：１０名（うち女性０名） ・受 講 者：未定
具体的実施状 ・実施時期：２回（６月，１１月） ・実施時期：２回（６月，１１月）
況 (2)地域リーダーの認定 (2)地域リーダーの認定

・認 定 者：１０名（うち女性０名） ・認 定 者：人数等未定
・認定時期：２月 ・認定時期：２月

(3)情報ネットワークの活動 (3)情報ネットワークの活動
・九州林研グループ交換研修（うち女性０名) ・九州林研グループ交換研修

具体的施策 女性の漁業士の養成・認定

事業・取組名 漁業生産の担い手育成確保事業
(予算事業名) 所管課等 水産振興課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２，３６7千円 H27 ２，３６７千円
(当初予算額)

１ 新規就業者確保対策事業
①目的 意欲と能力のある新規漁業就業者の育成確保を図る。
②概要 漁業就業者確保育成センターやUIターンフェア等において就業相談を実施するとともに，

事業・取組の UIターン者等の漁業就業希望者を対象に研修（ザ・漁師塾）を実施する。
目的，概要 ③実施主体 県

２ 中核的漁業者育成確保事業
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①目 的 効率的かつ安定的な沿岸漁業経営の促進を図るため，水産物の加工・販売等の活動を
行う漁村女性など，中核的な担い手グループの育成を図る。

②概 要 中核的な協業体の育成支援，活動実績発表大会の開催，漁業士の認定，低利用資源の
活用促進等。

③実施主体 県

３ 研修推進事業
①目的 漁村女性を対象とした資質向上のための研修等を実施する。
②概要 就業者研修，現地応用講座，コンサルタント派遣等を行う。
③実施主体 県

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 新規就業確保対策事業 １ 新規就業者確保対策事業
事業・取組の ○就業相談実績 １２５件（うち女性０件） ○漁業のPR，勧誘活動（漁業就業者確保育成セン
具体的実施状 ○研修受講者 ３３名（うち女性１名） ター等で実施）
況 ○研修（ザ・漁師塾）の実施

２ 中核的漁業者育成確保事業
○活動実績発表大会5名（うち女性１名） ２ 中核的漁業者育成確保事業
○漁業士の認定 8名（うち女性０名） ○水産物加工・販売等の企業的な活動を行う
○漁村女性活動グループ支援 2グループ グループの育成

沿岸漁業リーダー・女性育成支援事業
（経営発展等取組支援事業）

３ 研修推進事業 ３ 研修推進事業
○現地応用講座（２回） ○漁村女性を対象とした資質向上のための研修の
○コンサルタント派遣（１箇所） 実施

施策の概要 ④国際交流・協力を通じた女性の人材の育成

具体的施策 青年海外協力隊への女性の派遣促進

事業・取組名 渉外事務事業
(予算事業名) 所管課等 国際交流課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 １７千円 H27 １７千円
(当初予算額)

１ 目的 ＪＩＣＡが実施する事業への協力
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要 毎年２回の青年海外協力隊等海外ボランティアの募集期間に説明会への参加，広報，ポス

ターの配布等普及活動を実施している。

３ 実施主体 ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 ・青年海外協力隊募集説明会への参加 ・青年海外協力隊募集説明会への参加
況 ・県ホームページ，告知番組による広報，ポス ・県ホームページ，告知番組による広報，ポスター

ターの配布等の普及活動を実施 の配布等の普及活動を実施

施策の概要 ⑤女性の人材情報の収集・整備

具体的施策 女性の人材情報の収集

事業・取組名 女性人材リストの整備
(予算事業名) 所管課等 男女共同参画室

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ー 千円 H27 ー 千円
(当初予算額)

１ 目 的
女性の人材に関する情報を収集・整備し，各種審議会等をはじめ政策・方針決定過程への女性の

事業・取組の 登用に活用する。
目的，概要

２ 概 要
あらゆる分野で活躍する女性の情報等を収集し，女性人材リストを整備する。

事業・取組の Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
具体的実施状
況 新聞等により情報を収集した。 新聞等により情報を収集し，リストの整備を行う｡
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重点目標 ７ 男女ともに能力を発揮できる就業環境の整備の促進

施策の方向 (1)雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

施策の概要 ①雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保及び非正規労働者の雇用環境の整
備促進のための関係法令や諸制度の普及・啓発

具体的施策 広報誌等による関係法令等の普及

事業・取組名 労使関係近代化促進事業
(予算事業名) （広報誌「労働かごしま」の発行）【再掲】 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ９５６千円 H27 ９５７千円
(当初予算額)

１ 目的
性別を理由とした差別の禁止を規定する男女雇用機会均等法等の周知・啓発を図るとともに，男

女間の賃金格差の解消を図るため労使への啓発を推進する。
事業・取組の また，パートタイム労働者などの非正規労働者の雇用条件や雇用環境の整備を促進するためパー
目的，概要 トタイム労働法等をはじめ関係法令の周知を図る。

２ 概要
広報誌「労働かごしま」の発行により，広く労使及び一般県民等に関係法令等の周知・啓発をは

かる。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の 広報誌「労働かごしま」の発行 広報誌「労働かごしま」の発行
具体的実施状 ○発行回数：年６回（隔月発行） ○発行回数：年６回（隔月発行）
況 ○発行部数：１，８００部/隔月 ○発行部数：１，８００部/隔月

○主な配付先：県内事務所，市町村，その他関 ○主な配付先：県内事務所，市町村，その他関
係機関 係機関

具体的施策 労働問題に関するセミナーの実施

事業・取組名 労働問題懇話会（労働セミナー）
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２２７千円 H27 ２２６千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 事業主と労働者がお互いの人格を尊重しあい働きやすい環境をつくるため，労働に関する問題や
目的，概要 情勢に対し理解を深め，労使の相互理解と意思疎通を促進する。

２ 概要
講演及び関係機関の事務内容等についての説明実施。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 講演テーマ １ 講演テーマ
事業・取組の 「ワークライフ・バランスの実現に向け 「すぐに活かせる これだけは押さえたい労働!
具体的実施状 て」 法改正のポイント」～派遣法，パートタイム労
況 ～最近の労働法改正とこれからの働き方～ 働法，労基法，マイナンバー制度など～

２ 講師 ２ 講師
社会保険労務士 社会保険労務士

３ 講演内容 ３ 講演内容
事業主と労働者がお互いの人格を尊重し， 事業主と労働者がお互いの人格を尊重し，

職場における働きやすい環境をつくるため， 職場における働きやすい環境をつくるため，
労使の相互理解と意思疎通を促進するよう説 労使の相互理解と意思疎通を促進するよう説
明する。 明する。

４ 開催 ４ 開催予定
・霧島市 （10/16） ・薩摩川内市 （10/16）
・薩摩川内市 （10/21) ・霧島市 （10/22）
・奄美市 （10/30） ・鹿児島市 （10/30）
・鹿屋市 （11/6) ・奄美市 （11/5）
・鹿児島市 （11/12） ・鹿屋市 （11/12）

具体的施策 就業に必要な知識やスキルを習得する講座の開催

事業・取組名 男女共同参画社会促進事業
(予算事業名) （女性のエンパワメント促進）【再掲】 所管課等 男女共同参画センター
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事 業 主 体 県 予 算 額 H26 2,953千円 H27 2,803千円
(当初予算額)

１目 的
M字カーブ問題の解消に向けた女性の就業継続や能力発揮の支援

事業・取組の
目的，概要 ２概 要

子育て中の女性やキャリアアップを目指す女性，管理職の女性など，様々な立場にいる女性を
対象に就業の継続や能力の発揮を促進するための講座を開催する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 女性のエンパワメントセミナー １ 女性のエンパワメントセミナー
事業・取組の ①事業所研修 様々な立場の女性が自分の力を取り戻し，能力
具体的実施状 事業所名 日 時 内 容 の発揮を促進するためのセミナーを開催
況 (株)オン 1/27(火) 多様性の理解を深め

リーワン 10:00～ るためのワークショ ・場 所：かごしま県民交流センター
12:00 ップ

(受講者：18人）
2/3(火)
10:00～ 円卓会議

12:00 (受講者：15人)
(株)シス 1/29(木) 多様性の理解を深め
テムメデ 14:00～ るためのワークショ
ィア 18:00 ップ・円卓会議

(受講者：6人)
・場 所：かごしま県民交流センター

②公開講座
・期 日：平成27年2月27日(金)13:15～16:00
・場 所：かごしま県民交流センター
・内 容：「みんなで考えよう 鹿児島発！ダ

イバーシティマネジメント」
（上記事業所研修で抽出された課題
等を基に講師が助言と講演を行う）

・講 師：渥美 由喜（(株)東レ経営研究所)

施策の概要 ②女性の就労問題の把握と情報提供

具体的施策 県内事業所の労働条件等に関する実態調査による現状把握

事業・取組名 労働条件実態調査事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ３１５千円 H27 ３１９千円
(当初予算額)

１ 目的
男女の均等な就業機会等を確保するため，男女別の事業所の労働条件や採用状況の把握と情報提

供に努める。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

県内の常用労働者５人以上の１，０００事業所を対象に，労働者の労働条件に関する諸制度等に
ついて総合的に調査し，結果を報告書としてまとめて労使関係者等に資料として提供することで，
県内労働者の現状を明らかにし，労働条件改善等の啓発に資する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

○調査対象地域 ○調査対象地域
事業・取組の 鹿児島県全域 鹿児島県全域
具体的実施状 ○調査時点 ○調査時点
況 平成２６年９月３０日現在 平成２７年９月３０日現在

○調査の方法 ○調査の方法
郵送による配付，回収 郵送による配付，回収

【基本調査（毎年実施）】 【基本調査（毎年実施）】
・育児・介護休業制度 ・育児・介護休業制度
・次世代育成支援対策 ・次世代育成支援対策
【付帯調査（３年に１度実施）】 【付帯調査（３年に１度実施）】
・特になし ・特になし

施策の概要 ④雇用に関する各種相談への対応

具体的施策 雇用の場における差別や就業条件に関する相談の実施
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事業・取組名 男女共同参画相談事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 男女共同参画センター

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 7,285千円 H27 7,522千円
(当初予算額)

１目 的
雇用の場における性別に起因した（男女共同参画を阻害する行為等に関する）問題や悩みを抱

える県民を支援する。
事業・取組の
目的，概要 ２概 要

男女共同参画相談員が対応する一般相談（電話相談・面接相談）及び弁護士や精神科医等が対
応する専門相談を実施する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状
況

事業・取組名 労働相談体制整備事業
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ３，６３３千円 H27 ３，７８１千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 企業の撤退等により離職を余儀なくされた方々など県内の労働者等からの労働相談に対応するた
目的，概要 め，社会保険労務士による労働相談員を配置し，労働相談体制の整備を図る。

２ 概要
電話・面接による労働相談や関係市町と連携しての出張相談会の実施。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

【労働相談体制整備事業】 【労働相談体制整備事業】
事業・取組の
具体的実施状 １ 労働相談員の配置期間 １ 労働相談員の配置期間
況 平成26年４月１日～平成27年３月31日 平成27年４月１日～平成28年３月31日

月20日程度，９時～17時 月20日程度，９時～17時

２ 相談件数 ２ 相談件数（７月末実績）
４６５件（うち出張相談件数；１７件） １６３件（うち出張相談件数；２０件）

施策の方向 (2)農林水産業・商工業等自営業の分野における就業環境の整備及び女性の経営参画の促
進

施策の概要 ①農林水産分野における就業環境の整備及び女性の経営参画の拡大と人材育成

具体的施策 家族経営協定締結の推進

事業・取組名 認定農業者育成支援事業（家族経営協定締結の推進）
(予算事業名) 所管課等 経営技術課

事 業 主 体 県（県担い手・地域営農対 予 算 額 H26 4,549千円の内数 H27 4,538千円の内数
策協議会） (当初予算額)

効率的・安定的な農業経営が農業生産の相当部分を担う農業構造を確立するため，認定農業者等の
担い手を確保・育成し，その経営発展を支援する。

・市町村担い手協議会による認定農業者制度の推進，家族経営協定締結推進対象者のリストアップ
事業・取組の 支援
目的，概要 ・農業経営改善計画（意欲のある農業者が自らの経営を計画的に改善するために作成した同計画を

市町村が認定した者が認定農業者）の作成等支援
・農業経営改善計画と関連付けた家族経営協定の締結推進
・認定農業者の共同申請（家族経営協定を締結し，経営主以外の配偶者や後継者が共同経営者とな

っていれば，複数の者による認定農業者の共同申請が認められている）の推進
・経営の発展段階に応じた技術・経営改善支援 ほか

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 1 家族経営協定の普及啓発 1 家族経営協定の普及啓発

〇 男女共同参画相談事業

就労に関する相談 １１１件

〇 男女共同参画相談事業

就労に関する相談

-217-



況
(1)市町村担い手育成総合支援協議会担当者等に (1)市町村担い手育成総合支援協議会担当者等に

よる地域での研修会の実施 よる地域での研修会の実施
・時期 平成26年５月～27年３月 ・時期 平成27年５月～28年３月
・場所 各地域 ・場所 各地域
・内容 認定農業者制度，共同申請，家族経 ・内容 認定農業者制度，共同申請，家族経

営協定等 営協定等

(2)地域振興局農政普及課等による啓発，締結支 (2)地域振興局農政普及課等による啓発，締結支
援活動の実施 援活動の実施

具体的施策 農村における女性の地域農産物を活用した加工品開発等の起業活動の支援

事業・取組名 普及活動事業（農村女性の起業活動支援）
(予算事業名) 所管課等 経営技術課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 55,570千円の内数 H27 55,075千円の内数
(当初予算額)

１ 目的（普及活動事業のうち「農村女性の起業活動支援」）
農村の女性起業活動は，女性の経済的な自立につながるとともに，農業・農村の活性化に重要な

事業・取組の 役割を果たしており，起業活動に取り組む起業の育成及び支援を行う。
目的，概要

２ 概要
各地域振興局農政普及課が作成する普及指導計画において「農産物に付加価値を付けた商品の生

産・販売の活動支援」等の課題の中で，起業活動の指導・支援を行う。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 普及指導活動 １ 普及指導活動
事業・取組の ・６次産業化に取り組む経営体の育成 ・６次産業化に取り組む経営体の育成
具体的実施状 ・農商工連携による新商品開発，販売支援 ・異業種連携による新商品開発，販売支援
況 ・経営管理能力向上支援 ・経営管理能力向上支援

・農産加工組織の経営継承支援 ・農産加工組織の経営継承支援
・女性起業のネットワーク化支援 ・女性起業のネットワーク化支援

具体的施策 地域水産物を活用した加工品開発に向けた取組の支援

事業・取組名 漁業生産の担い手育成確保事業
(予算事業名) 所管課等 水産振興課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２，３６7千円 H27 ２，３６７千円
(当初予算額)

１ 新規就業確保対策事業
①目的 意欲と能力のある新規漁業就業者の育成確保を図る。
②概要 漁業就業者確保育成センターやUIターンフェア等において就業相談を実施するとともに，

事業・取組の UIターン者等の漁業就業希望者を対象に研修（ザ・漁師塾）を実施する。
目的，概要 ③実施主体 県

２ 中核的漁業者確保育成事業
①目 的 効率的かつ安定的な沿岸漁業経営の促進を図るため，水産物の加工・販売等の活動を

行う漁村女性など，中核的な担い手グループの育成を図る。
②概 要 中核的な協業体の育成支援，活動実績発表大会の開催，漁業士の認定，低利用資源の

活用促進等。
③実施主体 県

３ 研修推進事業
①目的 漁村女性を対象とした資質向上のための研修等を実施する。
②概要 就業者研修，現地応用講座，コンサルタント派遣等を行う。
③実施主体 県

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２7年度の計画

１ 新規就業確保対策事業 １ 新規就業者確保対策事業
事業・取組の ○就業相談実績 １２５件（うち女性０件） ○漁業のPR，勧誘活動（漁業就業者確保育成セン
具体的実施状 ○研修受講者 ３３名（うち女性１名） ター等で実施）
況 ○研修（ザ・漁師塾）の実施

２ 中核的漁業者確保育成事業
○活動発表大会５名（うち女性１名） ２ 中核的漁業者確保育成事業
○漁業士の認定８名（うち女性２名） ○水産物加工・販売等の企業的な活動を行う
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○漁村女性活動グループ支援 ２グループ グループの育成
沿岸漁業リーダー・女性育成支援事業
（経営発展等取組支援事業）

３ 研修推進事業 ３ 研修推進事業
○現地応用講座（２回） ○漁村女性を対象とした資質向上のための研修の
○コンサルタント派遣（１箇所） 実施

施策の概要 ②商工業等自営業分野における就業環境の整備及び女性の経営参画の拡大と人材育成

具体的施策 商工会等の経営指導員による経営指導

事業・取組名 小規模対策事業(経営改善普及事業）
(予算事業名) 所管課等 商工政策課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 1,829,270千円 H27 1,771,576千円
(当初予算額) の一部 の一部

１ 目的
商工会等に設置した経営指導員等が，小規模事業者等に対して実施する巡回指導や講習会を通じ

て，小規模事業者等における男女共同参画を促進する。
事業・取組の ２ 概要
目的，概要 商工会等の経営改善普及事業に伴う人件費及び事業費を助成する。

※ 当該事業は，小規模事業者の経営の改善発達を目的とした事業であるため，巡回指導や講習
会等の内容には経営，金融，税務，労働及び経営革新等が含まれている。

３ 実施主体
商工会議所，商工会，県商工会連合会

H26年度の実績 H27年度の計画

１ 巡回指導・窓口指導の実施 巡回指導・窓口指導の実施や講習会等の開催
事業・取組の 指導件数 106,326件
具体的実施状
況 ２ 講習会等の開催

開催回数 706回

具体的施策 商工会等女性部の活動促進を図る研修等の実施

事業・取組名 小規模対策事業(青年部・女性部活動推進事業）
(予算事業名) 所管課等 商工政策課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２7，２９３千円 H27 ２７，２９３千円
(当初予算額)

１ 目的
商工会等に設置されている女性部活動を推進するための講習会等を実施すること

で，女性部の組織強化と部員の資質向上を図る。
事業・取組の ２ 概要
目的，概要 商工会等に設置されている女性部等活動推進のための講習会，研修会，交流会等の

開催経費を助成する。
３ 実施主体

商工会議所，県商工会連合会

H26年度の実績 H27年度の計画

１ 講習会等の開催（女性部のみ記載） 講習会等の開催
事業・取組の 講習会等
具体的実施状 開催回数 12回
況 参加者数 974人

研修会
開催回数 29回
参加者数 897人

交流会
開催回数 7回
参加者数 236人

施策の方向 (3)女性の能力発揮のための支援

施策の概要 ①就業継続や再就職の支援

具体的施策 就業継続や再就職に関する必要な知識や情報の提供と相談対応
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事業・取組名 男女共同参画社会促進事業
(予算事業名) （女性のエンパワメント促進）【再掲】 所管課等 男女共同参画センター

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 2,953千円 H27 2,803千円
(当初予算額)

１目 的
M字カーブ問題の解消に向けた女性の就業継続や能力発揮の支援

事業・取組の
目的，概要 ２概 要

子育て中の女性やキャリアアップを目指す女性，管理職の女性など，様々な立場にいる女性を
対象に就業の継続や能力の発揮を促進するための講座を開催する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 女性のエンパワメントセミナー １ 女性のエンパワメントセミナー
事業・取組の ①事業所研修 様々な立場の女性が自分の力を取り戻し，能力
具体的実施状 事業所名 日 時 内 容 の発揮を促進するためのセミナーを開催
況 (株)オン 1/27(火) 多様性の理解を深め

リーワン 10:00～ るためのワークショ ・場 所：かごしま県民交流センター
12:00 ップ

(受講者：18人）
2/3(火) 円卓会議
10:00～ (受講者：15人)

12:00
(株)シス 1/29(木) 多様性の理解を深め
テムメデ 14:00～ るためのワークショ
ィア 18:00 ップ・円卓会議

(受講者：6人)
・場 所：かごしま県民交流センター

②公開講座
・期 日：平成27年2月27日(金)13:15～16:00
・場 所：かごしま県民交流センター
・内 容：「みんなで考えよう 鹿児島発！ダ

イバーシティマネジメント」
（上記事業所研修で抽出された課題
等を基に講師が助言と講演を行う）

・講 師：渥美 由喜（(株)東レ経営研究所)

事業・取組名 女性が働き続けられる職場づくり促進事業
(予算事業名) 所管課等 男女共同参画センター

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 － 千円 H27 ー 千円
(当初予算額)

１目 的
女性が男性とともに，その個性と能力を十分に発揮し，働き続けられる就業環境の整備

事業・取組の ２概 要
目的，概要 ダイバーシティ・マネジメントの取組として，多様性を理解するワークショップや女性が働き

続けられる職場づくりに向けた経営課題を抽出する話し合いを実施し，課題解決に向けて職場づ
くりの専門家を派遣するなど，女性が就業を中断することなく働き続けられる職場づくりに向け
て取り組む事業所を支援する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

女性が就業を中断することなく，働き続けられる
事業・取組の 職場づくりへの取り組みを支援する。
具体的実施状
況 ・対象：県内中小事業所 概ね５社

・内容：①スタートアップ研修
(多様性理解ワークショップ，経営課
題抽出円卓会議）

②職場環境整備コンサルティング
（H26.3補正(繰越) 1,088千円）

事業・取組名
(予算事業名) 働きたい女性の再就職支援事業 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 1,026千円 H27 － 千円
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(当初予算額)

１ 目的
結婚・出産・子育て等を理由に就労を中断し，再就職を希望しているものの，ブランク等による

事業・取組の 不安からスムーズに求職活動を行えない女性を対象に，再就職に必要な知識等を習得するための研
目的，概要 修(プレ訓練）を実施することにより，働きたい女性の再就職を支援する。

２ 概要
民間教育訓練機関に委託して再就職を支援する研修(プレ訓練)を実施

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

再就職を支援する研修（プレ訓練）を民間教 再就職を支援する研修（プレ訓練）を民間教育訓
事業・取組の 育訓練期間に委託して実施 練期間に委託して実施
具体的実施状 ○ 実施回数：２回×１９人 ○ 実施回数：２回×２０人
況 ○ 研修内容：３日間 ○ 研修内容：３日間

・ビジネスコミュニケーション ・ビジネスコミュニケーション
・自己分析と自己決定 ・自己分析
・キャリアコンサルティング ・キャリアコンサルティング

（H26.3補正(繰越) 1,026千円）

具体的施策 子育て中の女性等に対する再就職支援窓口（マザーズコーナー）の周知

事業・取組名 労使関係近代化促進事業
(予算事業名) （広報誌「労働かごしま」の発行）【再掲】 所管課等 雇用労政課

マザーズコーナーとの連携

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ９５６千円 H27 ９５７千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 子育てしながら就職を希望する人に対して，子ども連れで来所しやすい環境を整備し，個々の希
目的，概要 望やニーズに応じたきめ細やかな就職支援を行うことにより，再就職支援の充実を図る。

２ 概要
労働局と連携して，マザーズコーナーの普及・啓発を図る。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

広報誌「労働かごしま」の発行 広報誌「労働かごしま」の発行
事業・取組の ○ 発 行 回 数：年６回（各月発行） ○ 発 行 回 数：年６回（各月発行）
具体的実施状 ○ 隔月の発行部数：１，８００部 ○ 隔月の発行部数：１，８００部
況 ○ 主 な 配 布 先：県内事業所，市町村，その ○ 主 な 配 布 先：県内事業所，市町村，その

他関係機関 他関係機関
○ 掲載記事の内容：マザーズコーナーの御案内 ○ 掲載記事の内容：マザーズコーナーの御案内

施策の概要 ②職業能力開発等の支援

具体的施策 職業訓練の実施

事業・取組名 雇用セーフティネット対策事業
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 537,783千円 H27 525,442千円
(当初予算額)

１ 目的
民間教育訓練機関等を効果的に活用し，離職者等の就職促進に資する多様な教育訓練機会を

事業・取組の 確保し，これらの者の早期の就職促進を図る。
目的，概要

２ 概要
介護・福祉関連や情報関連の訓練を集合形式で実施。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

定 員：1,702人 定 員：1,707人
事業・取組の コース数：80コース コース数：80コース
具体的実施状 入校者数：1,636人
況 修了者数：1,096人

就職者数：1,096人
（「就職者数」は訓練終了3か月後のもの）

具体的施策 就業に関する相談対応・助言
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事業・取組名 男女共同参画相談事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 男女共同参画センター

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 7,285千円 H27 7,522千円
(当初予算額)

１目 的
女性が働き続けていく上での，性別に起因した（男女共同参画を阻害する行為等に関する）問

題や悩みを抱える県民を支援する。
事業・取組の
目的，概要 ２概 要

男女共同参画相談員が対応する一般相談（電話相談・面接相談）及び弁護士や精神医等が対応
する専門相談を実施する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状
況

施策の概要 ③起業に対する支援

具体的施策 起業のための知識や手法に関するセミナーの開催等各種支援の実施

事業・取組名 小規模対策事業(創業・経営革新支援事業）
(予算事業名) 所管課等 商工政策課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ５，９６１千円 H27 ５，９６１千円
(当初予算額)

１ 目的
ビジネスプラン作成方法や経営に関する諸課題等の解決方法を伝授する少人数の講座を実施する

ことにより，参加者に密着した形で創業・経営革新や経営基盤の安定・強化への取組に向けた具体
事業・取組の 的解決を支援する。
目的，概要

２ 概要
商工会等が実施する創業講座，経営革新講座等の開催経費を助成する。

３ 実施主体
商工会議所，商工会

H26年度の実績 H27年度の計画

事業・取組の 講習会等の開催 講習会等の開催
具体的実施状 実施団体 12団体
況 開催回数 45回

参加者数 266人

事業・取組名 かごしま産業おこし挑戦事業等
(予算事業名) 所管課等 産業立地課

事 業 主 体 公益財団法人かごしま産業 予 算 額 H26 36,647千円 H27 36,647千円
支援センター (当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 起業を目指す個人等に対して，各種支援を実施する。
目的，概要

２ 概要
必要な経費の助成，ビジネスインキュベータ施設の提供等を行う。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

・かごしま産業おこし挑戦事業（地域資源活用 ・かごしま産業おこし挑戦事業（地域資源活用起業
事業・取組の 起業家支援事業） 家支援事業）
具体的実施状 採択件数：新規０件 採択件数：新規１件
況 ・ビジネスインキュベータ事業 ・ビジネスインキュベータ事業

22室に対し，13室入居（H26年度末現在） 22室に対し，13室入居（H27年度当初）
・ベンチャープラザ開催事業 ・ベンチャープラザ開催事業

３回開催，県内企業９社参加 ３回開催，県内企業９社参加

〇 男女共同参画相談事業

就労に関する相談

〇 男女共同参画相談事業

就労に関する相談 １１１件
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具体的施策 商工業・農林水産業に関する各種融資制度の実施

事業・取組名 林業・木材産業改善資金貸付事業
(予算事業名) 所管課等 環境林務課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 102,040千円 H27 102,191千円
(当初予算額)

１ 目的
林業経営及び木材産業経営の健全な発展，林業生産力の増大並びに林業従事者の福祉の向上を図

事業・取組の ることを目的とする。
目的，概要

２ 概要
林業・木材産業の経営改善，林業労働災害の防止，林業労働従事者の確保に必要な資金を無利子

で貸付ける。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

貸付実績 貸付計画
事業・取組の
具体的実施状 〈 林 業 分 野 〉 〈 林 業 分 野 〉
況 ３件 12,006千円 38,800千円

(ミニショベル１台，きのこ用冷蔵庫２台)
〈木材産業分野〉 〈木材産業分野〉

なし 61,200千円

事業・取組名 県中小企業融資制度運営事業(中小企業信用保証料補助事業）
(予算事業名) 所管課等 経営金融課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 104,801千円 H27 131,197千円
(当初予算額) （県制度全体） （県制度全体）

１ 目的
中小企業者の経営の合理化及び経営の安定強化に必要な資金の融資を行うことにより，本県中小

企業の健全な振興発展を図る。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

保証機関に対し，県中小企業融資制度の信用保証料の補助を行うことにより，通常の保証料率よ
り引き下げ，中小企業者の保証料負担を軽減する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 創業支援資金融資実績 １ 県中小企業融資制度融資枠(全資金）
事業・取組の 55件 268,780千円 350億円
具体的実施状 うち女性
況 11件(20.0%) 37,850千円(14.1%) ２ 「創業支援資金」は，商工団体の推薦を受け

て新たに事業を開始しようとするときに利用で
※ 平成26年度から，女性や青年（30歳未満） きる資金（自己資金が25％以上必要）。

の創業者に対する信用保証料率について，通 女性や青年（30歳未満）の創業者に対する信
常0.16％の引き下げから，さらに0.16％引 用保証料率の引き下げ措置は，本年度も引きつ
き下げる措置を設けた。 づき実施する。

事業・取組名 沿岸漁業改善資金貸付事業
(予算事業名) 所管課等 水産振興課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２０４，３６１ H27 ２０４，２０８
(当初予算額) 千円 千円

１ 沿岸漁業改善資金貸付事業
事業・取組の 沿岸漁業従事者等に対し，操船漁ろう等の器機購入，漁家の住居等の改善，青年漁業者等の養成
目的，概要 確保を図るための資金を無利子で貸し付け，沿岸漁業の健全な発展，漁業生産力の増大及び沿岸漁

業従事者等の福祉の向上に資する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 経営等改善資金 貸付額 ２００，０００千円
事業・取組の ２件 ８１０千円
具体的実施状 （うち女性０件）
況 ２ 生活改善資金

０件
３ 青年漁業者等養成確保資金
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１件 ６，７８２千円
（うち女性０件）

事業・取組名 農業制度資金利子補給補助事業
(予算事業名) 所管課等 農業経済課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 173,187千円 H27 160,449千円
(当初予算額)

１ 目的
農業者の経営基盤の強化に必要な資金や既往債務の負担軽減に必要な資金を低利で融通するた

事業・取組の め，金融機関等に対して利子補給補助を行う。
目的，概要

２ 概要
県利子補給補助の対象となっている資金を融資した融資機関等に対して，利子補給金等を交付

する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の 農業者の経営基盤強化等に必要な資金に対す 県利子補給補助対象資金の融資計画額
具体的実施状 る利子補給金等の交付を行った。 3,900,000千円
況

主な制度資金の県利子補給補助の実績 利子補給金等予算額（全体） 160,449千円
農業近代化資金利子補給金 120,659千円

施策の概要 ④新規就業に対する支援

具体的施策 就農を促進するための相談活動等各種支援や啓発の実施

事業・取組名 新規就農・就業総合支援事業（新規就農支援事業）
(予算事業名) 所管課等 経営技術課

県，（公社）鹿児島県農業
事 業 主 体 ・農村振興協会（県農業者 予 算 額 H26 10,442千円 H27 10,838千円

等育成センター） (当初予算額)

１ 目的
「農業経営基盤強化促進法」に基づく事業の実施や，地域における就農促進活動の支援により，

次代の農業を担う優れた新規就農者の育成及び確保を図るとともに，育成した新規就農者等の定着
事業・取組の を推進する。
目的，概要 併せて，将来，新規就農に結びつく人材として，青年等の就農希望者の確保・育成を図る。

２ 概要
(1) 就農相談・就農支援活動
(2) 新規就農・就業対策に関する調査・検討
(3) 現地就農トレーナーによる新規就農者等への助言・指導
(4) 現地就農トレーナーの活動支援
(5) 青年農業者等育成センターの運営

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

(1)就農相談・就農支援活動 (1)就農計画の認定・就農支援活動
事業・取組の ア 就農相談等の実施 ２９５回 ア 就農相談等の実施 （随時）
具体的実施状 イ 青年等就農計画の作成支援 （随時） イ 青年等就農計画の作成支援 （随時）
況 ウ 就農支援資金貸付審査会の開催 ３回

(2)新規就農・就業対策に関する調査・検討 (2)新規就農・就業対策に関する調査・検討
ア 新規就農・就業対策検討会議 １回 ア 新規就農・就業対策検討会議 １回
イ １回 イ 新規就農者確保及び定着状況等の調査 １回新規就農者確保及び定着状況等の調査

現地就農ﾄﾚｰﾅｰによる新規就農者への助言・指導 現地就農トレーナーによる新規就農者への助言・指導(3) (3)
・ 現地就農トレーナー設置 １５地区 ・ 現地就農トレーナー設置 １５地区

(4)現地就農トレーナー活動検討会 (4)現地就農トレーナーの活動支援
ア 新任就農トレーナー研修会の開催 １回 ア 新任就農トレーナー研修会の開催 １回
イ 全国・九州沖縄地区研修会への派遣 ２回 イ 全国・九州沖縄地区研修会への派遣 ２回

(5)青年農業者等育成センターの運営 (5)青年農業者等育成センターの運営
ア 就農相談活動実施 ２８６件 ア 就農相談活動実施 （随時）
イ 就農支援資金貸付審査会の開催 ０回 イ 就農支援活動企画会議の開催 ２回

具体的施策 林業への新規就業を促進するための相談活動等各種支援や啓発の実施
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事業・取組名 森林整備担い手育成確保総合対策事業
(予算事業名) 所管課等 森林経営課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ７４１千円 H27 － 千円
(当初予算額) （H26.3月補正

（繰越）741千円）

○ 「鹿児島きこり塾」の開催
１ 目的

事業・取組の 林業の就業に必要な技術・技能の習得及び女性の就業に係る情報の提供，相談等を行い，新規
目的，概要 就業の促進を図る。

２ 概要
森林・林業に関する知識・技術の習得，森林組合・林業事業体の職場や伐採現地等の見学，林

業の作業に必要な資格取得のための講習，就業相談会などを実施する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

○ 「鹿児島きこり塾」の開催 ○ 「鹿児島きこり塾」の開催
事業・取組の 森林・林業に関する知識・技術の習得，森 森林・林業に関する知識・技術の習得，森林組
具体的実施状 林組合・林業事業体の職場や伐採現地等の見 合・林業事業体の職場や伐採現地等の見学，林業
況 学，林業の作業に必要な資格取得のための講 の作業に必要な資格取得のための講習，就業相談

習，就業相談会などを実施した。 会などを実施する。
・受 講 者：２３名（うち女性２名） ・受 講 者：２５名（予定）
・実施時期：７月１５日～８月６日 ・実施時期：７月1３日～７月３１日

具体的施策 漁業への新規就業を促進するための相談活動等各種支援や啓発の実施

事業・取組名 漁業生産の担い手育成確保事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 水産振興課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２，３６７千円 H27 ２，３６７千円
(当初予算額)

１ 新規就業確保対策事業
①目的 意欲と能力のある新規漁業就業者の育成確保を図る。
②概要 漁業就業者確保育成センターやUIターンフェア等において就業相談を実施するとともに，

事業・取組の UIターン者等の漁業就業希望者を対象に研修（ザ・漁師塾）を実施する。
目的，概要 ③実施主体 県

２ 中核的漁業者育成確保事業
①目 的 効率的かつ安定的な沿岸漁業経営の促進を図るため，水産物の加工・販売等の活動を

行う漁村女性など，中核的な担い手グループの育成を図る。
②概 要 中核的な協業体の育成支援，活動実績発表大会の開催，漁業士の認定，低利用資源の

活用促進等。
③実施主体 県

３ 研修推進事業
①目的 漁村女性を対象とした資質向上のための研修等を実施する。
②概要 就業者研修，現地応用講座，コンサルタント派遣等を行う。
③実施主体 県

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 新規就業確保対策事業 １ 新規就業者確保対策事業
事業・取組の ○就業相談実績 １２５件（うち女性０件） ○漁業のPR，勧誘活動（漁業就業者確保育成セン
具体的実施状 ○研修受講者 ３３名（うち女性１名） ター等で実施）
況 ○研修（ザ・漁師塾）の実施

２ 中核的漁業者育成確保事業
○活動実績発表大会５名（うち女性１名） ２ 中核的漁業者育成確保事業
○漁業士の認定 ８名（うち女性２名） ○水産物加工・販売等の企業的な活動を行う
○漁村女性活動グループ支援 ２グループ グループの育成

沿岸漁業リーダー・女性育成支援事業
（経営発展等取組支援事業）

３ 研修推進事業 ３ 研修推進事業
○現地応用講座（２回） ○漁村女性を対象とした資質向上のための研修の
○コンサルタント派遣（１箇所） 実施

具体的施策 福祉分野の職業紹介

事業・取組名 福祉人材センター運営事業
(予算事業名) 所管課等 社会福祉課
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事 業 主 体 県社会福祉協議会 予 算 額 H26 ２５，３２５千円 H27 ２５，３２５千円
(当初予算額)

１ 目的 福祉人材センター運営事業を円滑かつ効果的に実施するために，福祉人材センター運営
委員会を開催。

事業・取組の
目的，概要 ２ 概要 ① 福祉人材無料職業紹介事業の実施

② 福祉職場就職ガイダンスの開催
③ 福祉職場就職支援講座

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 福祉人材無料職業紹介事業 １ 福祉人材無料職業紹介事業
事業・取組の 求人登録 求職登録 紹 介 採 用
具体的実施状 2,435 911 165 93 ２ 福祉職場就職ガイダンスの開催
況 ・実施時期 ①平成27年8月6日 500名(予定)

２ 福祉職場就職ガイダンスの開催 ②平成28年2月5日 300名(予定)
・実施時期 ①平成26年8月8日 250名参加

②平成27年2月3日 163名参加 ３ 福祉職場就職支援講座
(採用実績 62名） ・参加人員 80名 (予定)

・実施時期 11月（全3回予定）
３ 福祉職場就職支援講座

・参加人員 延べ63名
・実施時期 11月8日～11月15日（全3回）
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重点目標 ８ 仕事と生活の調和を図るための環境づくりの促進

施策の方向 (1)仕事と生活の調和を図るための社会的気運の醸成と環境整備

施策の概要 ①仕事と生活の調和に関する意識啓発の推進

具体的施策 仕事と生活の調和に関するセミナーの開催

事業・取組名 男女共同参画社会促進事業
(予算事業名) （「女性の活躍推進」県民大会（仮称）の開催）【再掲】 所管課等 男女共同参画室

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 － 千円 H27 ー 千円
(当初予算額)

１ 目 的
固定的性別役割分担意識に基づく職業観の解消，男性中心型労働慣行の変革，仕事と生活の調和

事業・取組の の実現等について，県民，企業等への意識啓発を図り，あらゆる分野における女性の参画の拡大，
目的，概要 活躍の推進に資する。

２ 概 要
基調講演，分科会

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の 経済団体等関係機関・団体等との連携による大会
具体的実施状 の開催
況 ・基調講演

・分科会（３分野）
（H26.3補正(繰越) 3,504千円）

施策の概要 ②就業の場における仕事と家庭の両立支援の取組の促進

具体的施策 仕事と子育ての両立支援に取り組む企業の登録・普及

事業・取組名 子育て応援企業登録事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ３８７千円 H27 ３９０千円
(当初予算額)

１ 目的
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定した旨を労働局に届け出ており，

従業員の仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業を「かごしま子育て応援企業」として登
事業・取組の 録し，広く県民に紹介することで社会的に評価される仕組みを作り，県内企業の子育て支援に対す
目的，概要 る自主的な取り組みを促進する。

２ 概要
(1) 「かごしま子育て応援企業」の登録

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定した旨を労働局に届け出てお
り，従業員の仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業を「かごしま子育て応援企業」と
して登録する。

(2) 「かごしま子育て応援企業」のＰＲ
登録企業の名称・取組内容等を県ホームページ・広報誌，ハローワークや若者就職サポートセ

ンターにおける各就職窓口等において紹介する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

○ 登録企業数 263社（H27.3.31現在）
事業・取組の １ 制度説明の実施：労働セミナー １ 制度説明の実施：労働セミナー
具体的実施状 ２ 県ホームページ・広報誌等による制度案 ２ 県ホームページ・広報誌等による制度案
況 内，募集，取組内容紹介等 内，募集，取組内容紹介等

３ 募集チラシの作成：3，000部 ３ 募集チラシの作成：5，000部
４ 取組内容紹介リーフレットの作成：200冊 ４ 取組内容紹介リーフレットの作成：200冊
５ 登録案内文書の発送：約1500社 ５ 登録案内文書の発送
６ 企業の個別訪問：約50社 ６ 企業の個別訪問

具体的施策 妊婦及び子どものいる世帯を地域全体で応援する気運の醸成

事業・取組名 「育児の日」普及事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ー 千円 H27 ー 千円
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(当初予算額)

１ 目的
妊婦及び子どものいる世帯を地域全体で応援する気運を醸成する。

事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

毎月19日の「育児の日」の普及・啓発を図るため，各地のイベント等で，既存のポスター等を活
用した広報活動により，その周知を図る。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ イベントによるＰＲ １ イベントによるＰＲ
事業・取組の ・２０１４すこやかふれあいフェスティバル ・２０１５すこやかふれあいフェスティバル
具体的実施状 （開催日）平成26年5月24日（土）～25日 （開催日）平成27年5月23日（土）～24日（日）
況 （日） （場所）鹿児島アリーナ

（場所）鹿児島アリーナ （来場者数）30,000人（実績）
（来場者数）25,000人（実績）

２ 情報誌「クレセール」での広報
・国際助産師の日
（開催日）平成26年5月24日（土） ３ ポスターの掲示等
（場所）イオンモール鹿児島

４ 庁内放送によるＰＲ
２ 情報誌「クレセール」での広報

３ ポスターの掲示等

４ 庁内放送によるＰＲ

事業・取組名 男性の子育て参加促進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ー千円 H27 ー千円
(当初予算額)

１ 目的
男性（父親）の家事・育児参加が不十分であることが少子化の要因の一つとなっているため，父

子手帳を作成・活用し，男性（父親）の積極的な育児参加を促進することにより，母親の過度な負
事業・取組の 担や育児負担の解消を図る。
目的，概要

２ 概要
妊娠届の提出時に市町村が交付する母子健康手帳に合わせ，「父子手帳」の交付を行うととも

に，「父子手帳」を活用した男性向け育児講座を県内３ か所で実施する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 父子手帳の作成
事業・取組の （内容）
具体的実施状 妊娠期や０歳児から小学校に至るまでの育児
況 全般をサポートする情報を掲載する。

子育てに係る悩みや不安を相談できる場所，
子どもの健康，事故防止と手当の方法及び小児
救急医療等のほか，育児休業や子育て家庭の経
済的支援に関する情報，保育所等の児童福祉施
設の情報を掲載する。

２ 「父子手帳」を活用した男性向け育児講座の開
催

県内３カ所で男性向け育児講座を開催する。

具体的施策 仕事と家庭生活との両立支援に取り組む県内建設業者への優遇措置

事業・取組名 県建設工事入札参加資格の格付(建設業指導監督事業)
(予算事業名) 所管課等 監理課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 41,769千円 H27 45,212千円
(当初予算額)

県建設工事入札参加資格の格付
１目 的 公共工事を発注するに当たり，工種や工事規模に応じた確実な契約履行能力を有する

建設業者を公正かつ能率的に選定するため，建設業者の経営内容や施工実績等を総合的
事業・取組の に評価し，施工能力を区分する。
目的，概要 ２概 要 建設業法に定める２８の許可業種のうち，土木一式工事，建築一式工事，ほ装工事，

電気工事，管工事，造園工事の６業種で，「県建設工事入札参加資格審査要綱」に基づ
き,経営事項評価点数と技術事項等評価点数の総合点数により格付を行う。（格付の有
効期間はおおむね２年間）

なお，就業規則に育児休業制度を設けている場合及び次世代育成支援対策推進法に基
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づき一般事業主行動計画を策定・届出している場合に，技術的事項等評価点数に加点す
る。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

県建設工事入札参加資格の格付 県建設工事入札参加資格の格付
事業・取組の 平成27・28年度の入札参加資格の格付を実 平成26年度に入札参加資格審査を受審しなかった
具体的実施状 施し，平成26年7月31日時点において，就業規 者，受審しなかった業種の追加申請を希望する者を
況 則に育児休業制度を設けている場合及び次世 対象に，就業規則に育児休業制度を設けている場合

代育成支援対策推進法に基づき一般事業主行 及び次世代育成支援対策推進法に基づき一般事業主
動計画を策定・届出している場合に，各２点 行動計画を策定・届出している場合に技術事項等評
を技術事項等評価点数に加点した。 価点数に加点する。

なお，有効期間は，平成28年度の１年間のみとなる｡

具体的施策 農林水産業や商工業等自営業の従事者の仕事と生活の調和の普及

事業・取組名 小規模対策事業(青年部・女性部活動推進事業）【再掲】
(予算事業名) 所管課等 商工政策課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２７，２９３千円 H27 ２７，２９３千円
(当初予算額)

１ 目的
商工会等に設置されている女性部，青年部の活動を推進するための講習会等を実施すること

で，組織強化と部員の資質向上を図る。
事業・取組の ２ 概要
目的，概要 商工会等に設置されている女性部，青年部の活動推進のための講習会，研修会，交流会等の

開催経費を助成する。
３ 実施主体

商工会議所，県商工会連合会

H26年度の実績 H27年度の計画

１ 講習会等の開催（女性部・青年部の計） 講習会等の開催
事業・取組の 講習会等
具体的実施状 開催回数 27回
況 参加者数 1,681人

研修会
開催回数 51回
参加者数 1,321人

交流会
開催回数 16回
参加者数 391人

事業・取組名 認定農業者育成支援事業
(予算事業名) （家族経営協定締結の推進）【再掲】 所管課等 経営技術課

事 業 主 体 県（県担い手・地域営農対 予 算 額 H26 4,549千円の内数 H27 4,538千円の内数
策協議会） (当初予算額)

効率的・安定的な農業経営が農業生産の相当部分を担う農業構造を確立するため，認定農業者等の
担い手を確保・育成し，その経営発展を支援する。

・市町村担い手協議会による認定農業者制度の推進，家族経営協定締結推進対象者のリストアップ
事業・取組の 支援
目的，概要 ・農業経営改善計画（意欲のある農業者が自らの経営を計画的に改善するために作成した同計画を

市町村が認定した者が認定農業者）の作成等支援
・農業経営改善計画と関連付けた家族経営協定の締結推進
・認定農業者の共同申請（家族経営協定を締結し，経営主以外の配偶者や後継者が共同経営者とな

っていれば，複数の者による認定農業者の共同申請が認められている）の推進
・経営の発展段階に応じた技術・経営改善支援 ほか

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

1 家族経営協定の普及啓発 1 家族経営協定の普及啓発
事業・取組の
具体的実施状 (1)市町村担い手育成総合支援協議会担当者等に (1)市町村担い手育成総合支援協議会担当者等に
況 よる地域での研修会の実施 よる地域での研修会の実施

・時期 平成26年５月～27年３月 ・時期 平成27年５月～28年３月
・場所 各地域 ・場所 各地域
・内容 認定農業者制度，共同申請，家族経 ・内容 認定農業者制度，共同申請，家族経

営協定等 営協定等

(2)地域振興局農政普及課等による啓発，締結支 (2)地域振興局農政普及課等による啓発，締結支
援活動の実施 援活動の実施
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事業・取組名 普及運営事業（巡回指導事業）
(予算事業名) 所管課等 森林経営課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２，２００千円 H27 ２，２４０千円
(当初予算額)

１ 目的
林業普及指導員及び林業専門普及指導員が，森林所有者の林業経営等を支援するため，計画的

事業・取組の に管内を巡回し，適切かつ効果的な普及指導活動を行う。
目的，概要 ２ 概要

普及指導職員の計画的な管内巡回による，適切かつ効果的な普及指導活動
（指導活動を行うための旅費，需用費等の経費）

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の 普及指導活動 普及指導活動
具体的実施状 ・普及対象者：森林所有者，林業研究グループ ・普及対象者：森林所有者，林業研究グループ
況 ・実施時期 ：通年 ・実施時期 ：通年

特用林産物等の生産経営に関する指導を行う 特用林産物等の生産経営に関する指導など

事業・取組名 漁業生産の担い手育成確保事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 水産振興課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ２，３６７千円 H27 ２，３６７千円
(当初予算額)

１ 新規就業確保対策事業
①目的 意欲と能力のある新規漁業就業者の育成確保を図る。
②概要 漁業就業者確保育成センターやUIターンフェア等において就業相談を実施するとともに，

事業・取組の UIターン者等の漁業就業希望者を対象に研修（ザ・漁師塾）を実施する。
目的，概要 ③実施主体 県

２ 中核的漁業者育成確保事業
①目 的 効率的かつ安定的な沿岸漁業経営の促進を図るため，水産物の加工・販売等の活動を

行う漁村女性など，中核的な担い手グループの育成を図る。
②概 要 中核的な協業体の育成支援，活動実績発表大会の開催，漁業士の認定，低利用資源の

活用促進等。
③実施主体 県

３ 研修推進事業
①目的 漁村女性を対象とした資質向上のための研修等を実施する。
②概要 就業者研修，現地応用講座，コンサルタント派遣等を行う。
③実施主体 県

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 新規就業確保対策事業 １ 新規就業者確保対策事業
事業・取組の ○就業相談実績 １２５件（うち女性０件） ○漁業のPR，勧誘活動（漁業就業者確保育成セン
具体的実施状 ○研修受講者 ３３名（うち女性１名） ター等で実施）
況 ○研修（ザ・漁師塾）の実施

２ 中核的漁業者育成確保事業
○活動実績発表大会５名（うち女性１名） ２ 中核的漁業者育成確保事業
○漁業士の認定 ８名（うち女性２名） ○水産物加工・販売等の企業的な活動を行う
○漁村女性活動グループ支援 ２グループ グループの育成

沿岸漁業リーダー・女性育成支援事業
（経営発展等取組支援事業）

３ 研修推進事業 ３ 研修推進事業
○現地応用講座（２回） ○漁村女性を対象とした資質向上のための研修の
○コンサルタント派遣（１箇所） 実施

施策の概要 ③仕事と子育てや介護との両立のための制度等の普及，定着促進

具体的施策 広報誌等による仕事と生活の両立支援や育児・介護休業取得促進のための労働関係法令
や諸制度の普及

事業・取組名 労使関係近代化促進事業
(予算事業名) （広報誌「労働かごしま」の発行）【再掲】 所管課等 雇用労政課

労働問題懇話会（労働セミナー）【再掲】
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事 業 主 体 県 予 算 額 H26 １，１８３千円 H27 １，１８３千円
(当初予算額)

１ 目的
育児や介護による休業，短時間や短日数の勤務，テレワーク等，ライフスタイルに応じた多様な

働き方が，公正な処遇が確保された上で，主体的かつ柔軟に選択できる環境の整備に向けて普及啓
事業・取組の 発に努める。育児休業制度や介護休業制度，その他仕事と子育てや介護の両立のための関係法令等
目的，概要 の周知を図り，事業所におけるそれらの関係制度の定着に努める。

２ 概要
広報誌「労働かごしま」の発行により，広く労使及び一般県民等に育児・介護休業法等関係法令

等の周知・啓発を図る。
また，労働セミナーについては，毎年テーマを設定し，県内３～５か所で実施している。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

広報誌「労働かごしま」の発行 広報誌「労働かごしま」の発行
事業・取組の ○発行回数：年６回（隔月発行） ○発行回数：年６回（隔月発行）
具体的実施状 ○発行部数：１，８００部/隔月 ○発行部数：１，８００部/隔月
況 ○主な配付先：県内事務所，市町村，その他関 ○主な配付先：県内事務所，市町村，その他関

係機関 係機関
労働セミナー 労働セミナー
○講演テーマ ○講演テーマ：未定
「ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて」 ○講師：未定
～最近の労働法改正とこれからの働き方～ ○講演内容：未定

○講師：社会保険労務士 ○開催予定（１０月～１１月）
○開催：霧島市（10/16），薩摩川内市（10/21) 鹿屋市，薩摩川内市，奄美市

奄美市（10/30），鹿屋市（11/6)
鹿児島市（11/12）

具体的施策 育児・介護休業取得状況の調査と結果の公表

事業・取組名 労働条件実態調査事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ３１５千円 H27 ３１９千円
(当初予算額)

１ 目的
育児や介護による休業，短時間や短日数の勤務，テレワーク等，ライフスタイルに応じた多様な

働き方が，公正な処遇が確保された上で，主体的かつ柔軟に選択できる環境の整備に向けて普及啓
事業・取組の 発に努める。育児休業制度や介護休業制度，その他仕事と子育てや介護の両立のための関係法令等
目的，概要 の周知を図り，事業所におけるそれらの関係制度の定着に努める。

２ 概要
県内の常用労働者５人以上の１，０００事業所を対象に，労働者の労働条件に関する諸制度等に

ついて総合的に調査し，結果を報告書としてまとめて労使関係者等に資料として提供することで，
県内労働者の現状を明らかにし，労働条件改善等の啓発に資する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

○調査対象地域 ○調査対象地域
事業・取組の 鹿児島県全域 鹿児島県全域
具体的実施状 ○調査時点 ○調査時点
況 平成２６年９月３０日現在 平成２７年９月３０日現在

○調査の方法 ○調査の方法
郵送による配付，回収 郵送による配付，回収

【基本調査（毎年実施）】 【基本調査（毎年実施）】
・育児・介護休業制度 ・育児・介護休業制度
・次世代育成支援対策 ・次世代育成支援対策

施策の方向 (2)多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援

施策の概要 ①多様化するニーズに対応した保育・介護サービスの充実

具体的施策 病院内保育施設の設置促進

事業・取組名 医療従事者確保対策事業
(予算事業名) （病院内保育所運営費補助事業）【再掲】 所管課等 保健医療福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 79,635 千円 H27 88,749 千円
(当初予算額)

１ 目的 医療従事者の離職防止及び再就業を促進するために，病院内に保育施設を有する施設に
対し，保育所の運営費を助成する。

事業・取組の
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目的，概要 ２ 概要 病院内に従事する職員のための保育施設を運営する施設に対し，運営費（保育士等の人
件費）の一部を助成する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 １ 補助施設 ３７箇所 １ 補助施設 ４４箇所
況

２ 補助金額 ７３，９７２千円 ２ 補助金額 ８８，７２１千円

具体的施策 保育所待機児童の解消

事業・取組名 安心こども基金総合対策事業（保育所緊急整備事業）
(予算事業名) 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 市町村 予 算 額 H26 3,102,860千円 H27 1,449,978千円
(当初予算額)

１ 目的
安心して子どもを育てることができるような体制の整備を図る。

事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

待機児童解消のための保育所の創設や老朽改築による保育環境整備などの保育所の施設整備に要
する費用の一部を補助する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 実施市町村数 １２（８） 実施市町村数 １２（７）
況 補助施設数 ４４（１１） 補助施設数 ３５（８）

（ ）は繰越分内書 25→26 （ ）は繰越分内書 26→27

施策の概要 ②子育て支援拠点施設等の整備

具体的施策 地域子育て支援の拠点の設置促進

事業・取組名 保育緊急確保事業（地域子育て支援拠点事業）
(予算事業名) 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 194,483千円 H27 198,680千円
(地域子ども・子育て支援事業)(当初予算額)

１ 目的
地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点の設置を推進することにより，地域

の子育て支援機能の充実を図り，子育ての不安感等を緩和し，子どもの健やかな育ちを支援する。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

(1) 基本事業
次のア～エの取組を基本事業として全て実施する。

ア 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 イ 子育て等に関する相談，援助の実施
ウ 地域の子育て関連情報の提供 エ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施(月1以上)

(2) 一般型
常設の地域子育て支援拠点を開設し，子育て家庭の親とその子どもを対象として(1)に掲げる基

本事業を実施するほか，地域の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取組
や，地域の実情や利用者のニーズにより，公共施設等を活用した出張ひろばを実施する等の活動
を行う。

(3) 連携型
効率的かつ効果的に地域の子育て支援のニーズに対応できるよう児童福祉施設等を実施する施

設において，(1)に掲げる基本事業を実施するほか，大学生等ボランティアの日常的な受入･養成
を行う地域の子育て力を高める取組を行う。

３ 実施主体
市町村(※ＮＰＯ法人，社会福祉法人，民間事業者等への委託も可)

４ 負担割合
国１／３，県１／３，市町村１／３

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の ① 一般型 ７８施設（３６市町村） ① 一般型 ７５施設（３６市町村）
具体的実施状 ② 出張ひろば ４箇所（４市町村） ② 出張ひろば ６箇所（５市町村）
況 ③ 経過措置（小規模） ３施設（１市） ③ 経過措置（小規模） ３施設（１市）

④ 連携型 １施設（１村） ④ 連携型 １施設（１村）

具体的施策 児童館の整備促進

事業・取組名 児童健全育成対策事業（児童館整備費）
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(予算事業名) 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 市町村 予 算 額 H26 37,379千円 H27 63,568千円
(当初予算額)

１ 目的
児童館･児童センター及び児童クラブを創設，修繕することにより，児童に健全な遊びを与え，

幼児及び少年を集団的及び個別的に指導して児童の健康を増進し，情操を豊かにするなど，児童の
事業・取組の 健全な育成を図る。
目的，概要

２ 概要
(1) 児童館･児童センターの大規模修繕
(2) 放課後児童クラブの創設等

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

事業・取組の １ 放課後児童クラブ創設 １か所 １ 放課後児童クラブ創設 ２か所
具体的実施状
況 ２ 放課後児童クラブ改築 ２か所 ２ 放課後児童クラブ改築 ３か所

３ 放課後児童クラブ拡張 １か所 ３ 放課後児童クラブ大規模修繕 １か所

具体的施策 放課後児童クラブの設置促進

事業・取組名 児童健全育成対策事業（放課後児童健全育成事業費）
(予算事業名) 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 市町村 予 算 額 H26 575,504千円 H27 595,652千円
(当初予算額)

１ 目的
小学校に就学している児童であって，その保護者が労働等により昼間家庭にいない児童を対象

に，授業の終了後に児童福祉施設等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えることにより，その
事業・取組の 健全な育成を図る。
目的，概要

２ 概要
(1) 放課後児童の健康管理，情緒の安定の確保
(2) 放課後児童の安全確認，活動中及び来所・帰宅時の安全確保
(3) 放課後児童の活動状況の把握
(4) 遊びの活動への意欲と態度の形成
(5) 遊びを通しての自主性，社会性、創造性を培うこと
(6) 家庭との日常的な連絡，情報交換の実施
(7) 家庭や地域での遊びの環境づくりへの支援
(8) その他放課後児童の健全育成上必要な活動

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 １ 実施市町村数 39市町村 １ 実施市町村数 39市町村
況

２ 実施か所数 346か所 ２ 実施か所数 361か所

事業・取組名 児童健全育成対策事業（放課後児童クラブ施設整備費）
(予算事業名) 【再掲】 ※児童館整備費と同一 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 市町村 予 算 額 H26 37,379千円 H27 63,568千円
(当初予算額)

１ 目的
昼間保護者のいない家庭の小学校に就学している児童を対象に遊びを主とする指導を行い，児童

事業・取組の の健全育成を図ることを目的に，放課後児童クラブの整備を行い，放課後児童健全育成の充実強化
目的，概要 を図る。

２ 概要
(1) 放課後児童クラブの創設，改築，拡張，大規模修繕等

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 １ 放課後児童クラブ創設 １か所 １ 放課後児童クラブ創設 ２か所
況

２ 放課後児童クラブ改築 ２か所 ２ 放課後児童クラブ改築 ３か所

３ 放課後児童クラブ拡張 １か所 ３ 放課後児童クラブ大規模修繕 １か所
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具体的施策 ファミリー・サポート・センターの設置促進

事業・取組名 仕事と家庭両立支援事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ６３千円 H27 ６３千円
(当初予算額)

１ 目的
急な残業など，既存の保育では応じきれない変動的，変速的な需要に対応し，労働者が仕事と家

事業・取組の 庭を両立し安心して働ける環境を整備するため，市町村におけるファミリー・サポート・センター
目的，概要 の設置を促進する。

２ 概要
国や市町村と連携を図りながら，ファミリー・サポート・センターの設置促進に努める。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

○ ファミリー・サポート・センター設置市町 １ 普及啓発リーフレットの作成
事業・取組の 12市町（12か所） ・ リーフレット 5，000部
具体的実施状 鹿児島市，和泊町，姶良市，薩摩川内市， ・ 市町村その他関係機関へ配布
況 鹿屋市，志布志市，霧島市，徳之島町， ２ 広報誌「労働かごしま」等における周知啓発

出水市,西之表市,枕崎市,いちき串木野市 ３ 未設置市町村への指導・助言
１ 普及啓発リーフレットの作成

・ リーフレット 4，000部
・ 市町村その他関係機関へ配布

２ 広報誌「労働かごしま」等における周知啓発
３ 未設置市町村への指導・助言

施策の概要 ③地域住民等の力を活用した子育て・介護環境の整備

具体的施策 要介護高齢者等の地域での介護環境，見守り・支え合い体制の整備

事業・取組名 地域ケア・介護予防推進支援事業
(予算事業名) （地域包括支援センター職員等研修事業，地域支援事業，かご 所管課等 介護福祉課

しま地域づくり介護予防推進支援事業，地域支援充実・強化
支援事業，生活支援コーディネーター養成事業）【再掲】

事 業 主 体 県，市町村 予 算 額 H26 560,473千円 H27 616,138千円
(当初予算額)

高齢者が要支援・要介護状態となることを予防するとともに，要介護状態等となった場合において
も地域において自立した日常生活を営むことができるよう，地域包括ケアシステム構築に向けた市町
村の取組を支援する。

事業・取組の １ 地域包括支援センター職員等研修事業
目的，概要 地域包括支援センターの業務に従事する職員等の資質向上を目的に研修を実施する。

２ 地域支援事業
介護保険法に定めるところにより市町村に交付金を交付する。

３ かごしま地域づくり介護予防推進支援事業【追加】
市町村介護予防推進支援専門部会の設置，介護予防従事者専門研修会の開催等により，市町村

における介護予防事業の推進支援を行う。
４ 地域支援事業充実・強化支援事業【追加】

介護保険法改正に伴う，地域包括ケアシステム構築を目指した地域支援事業の制度構築が，市
町村において円滑に進むよう，制度構築上の課題について市町村間で情報共有を図るための必要
な支援を行う。

５ 生活支援コーディネーター養成事業【追加】
生活支援コーディネーターの計画的な人材育成及び資質向上を図り，県内における生活支援サ

ービス提供体制づくりを推進する。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 地域包括支援センター職員等研修事業 １ 地域包括支援センター職員等研修事業
事業・取組の 地域包括支援センター職員研修１回 地域包括支援センター職員研修会の実施
具体的実施状 ２ 地域支援事業交付金の交付 ２ 地域支援事業交付金の交付
況 43市町村 529,017千円（概算額） 43市町村 607,283千円（当初予算）

３ かごしま介護予防推進支援事業 ３ かごしま地域づくり介護予防推進支援事業
・介護予防検討会３回 ・介護予防従事者専門研修会の実施
・介護予防従事者専門研修会２回 ・市町村介護予防従事者専門研修会の実施
・市町村介護予防従事者専門研修会１回 ・実施施状況調査及び評価，専門部会の実施等
・介護予防マニュアル改訂版の普及啓発，実 ４ 地域支援事業・充実強化事業支援事業
・施状況調査及び評価，専門部会の実施 エリア別会議，全体会議の実施

５ 生活支援コーディネーター養成事業
生活支援コーディネーター養成研修の実施等
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具体的施策 公共施設のバリアフリー化の推進

事業・取組名 福祉のまちづくり推進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 ５，０９６千円 H27 ４，５９９千円
(当初予算額)

１ 目的
「福祉のまちづくり条例」に基づき，公共的施設のバリアフリー化に係る条例事務を行うととも

に，業者，県民等への広報啓発等を実施することにより，福祉のまちづくりを推進する。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

・条例事務の指導等
・福祉のまちづくり広報誌の作成
・バリアフリー研修会の開催

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画

１ 条例に基づく指導，助言 １ 条例に基づく指導，助言
事業・取組の
具体的実施状 ２ 福祉のまちづくり広報誌発行 ２ 福祉のまちづくり広報誌発行
況 年 ２回 10,000部 （5,000部×２） 年 ２回 10,000部 （5,000部×２）

３ バリアフリー研修会 ３ バリアフリー研修会
年 １回実施 年 １回実施

具体的施策 安全な道路交通環境の整備

事業・取組名
(予算事業名) 特定交通安全施設整備事業 所管課等 道路維持課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 1,376,571千円 H27 1,513,227千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 高齢者や障がい者を含むすべての人々が，安全に安心して走行できる道路空間を確保するため，
目的，概要 道路交通環境を整備する。

２ 概要
安全な道路交通環境の確保のため，歩道設置や交差点の改善を行う。

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 歩道整備 １４箇所 歩道整備 １５箇所
況 交差点改良 ７箇所 交差点改良 ４箇所

その他 ４箇所 その他 ８箇所

具体的施策 公園の整備

事業・取組名
(予算事業名) 公園整備事業 所管課等 都市計画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H26 221,300千円 H27 260,300千円
(当初予算額)

１ 目的
県民のレクリエーション活動や自然とのふれあいなど，多様なニーズに対応するため，都市公園

事業・取組の の整備を行う。
目的，概要

２ 概要
都市公園の整備

Ｈ２６年度の実績 Ｈ２７年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 北薩広域公園の整備（テーマゾーンの整備） 北薩広域公園(テーマゾーン)及び吹上浜海浜公園
況 の整備
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